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はじめに
　アメリカの社会学者ロバー ト・D・ パットナムは、2000年 の著書 『孤独なボウリング(原
題:Bowlling　Alone)』 において 「社会関係資本」概念を指標化 し、アメリカ社会の政治的 ・







　本稿は4章 から構成される。 まず1章 では、パットナムによって提唱された社会関係資本
概念を整理する。2章 では、パットナムの社会関係資本概念に対する従来の批判を概観する。
そして3章 で、本書の知見をまとめる。そのなかで、本書全体を通 した主張への貢献が特に
大 きい9章 ローデンス論文を取 り上げ、詳 しく検討する。最後に、一連の社会関係資本論に
おける本書の位置づけや問題点を検討する。
1　 「社会 関係 資本」一 パ ッ トナム 『孤独 なボ ウリング』 よ り
　 『孤独 なボウ リング』 は、1995年 に発 表 された同題の論文を もとに、2000年 に刊行 された。
1960年 代 まで アメリカ人のコ ミュニテ ィ生活への参加(市 民的参加)は かつてないほ ど深 まっ
ていたが、後 にその潮流 は逆 転 し、市民的参加 は人種に関わ らず質 ・量 ともに低 下して きて
いる　 　 以上の事柄 が豊富 なデー タを用いて指摘 される。そ して、労働 に よる時間 と金銭面
でのプ レ ッシ ャー、郊 外化 ・通勤 とスプロール現 象、 テ レビ(電 子的娯楽)、 世代 変化 、テ
レビ世代(世 代 とテ レビの ジ ョイン ト効果)の 五つがその原因 として検討 される。その後パ ッ
トナムは市民的参加 の低 下が米国社会の政治的 ・経済的パ フォーマ ンスにとって大 きな脅威
である と警鐘 を鳴 らし、その流れ を逆転 させるため にアメリカ国民がで きるこ とを提案 して
いる。
　パ ッ トナ ムはこの市 民的参加の変化 を考察す る指標 と して社会関係資本 とい う概念 を導入
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した。ここで社会関係資本 とは、「個人間のつなが り、すなわち社会的ネットワークお よび
そこから生 じる互酬性と信頼の規範」 と定義 される。以下にその特徴を整理する。
　第一に、社会関係資本は 「外部性」を有する。つまり、社会関係資本による利益はそれを
生み出 した人のみに帰せ られるのではなく、社会関係資本の乏 しい個人であっても、つなが
りに富む社会に住んでいる場合には、そこからあふれ出た利益を享受できる可能性があると












それぞれ強力接着剤 と潤滑剤 として機能 している。
2　 パッ トナム 「社会関係資本」に対する従来の批判
　パットナムの社会関係資本概念により、社会的参加の重要性がアメリカのみならず世界的
に再認識されるようになった。しかしなが ら、概念の提唱直後か ら、それに対する批判 も各
方面から起こっている。ここでは、鹿毛(2002a、2002b)、 坂本(2004)、 宮川(2004)を 参
考にして、社会関係資本の諸批判を以下の3つ に分類 した。なお、「社会関係資本」の内容























　パ ットナムは 『孤独なボウリング」のなかで、「女性は特に社会関係資本を蓄積 し、それ
を維持するための重要な役割 を演 じていた」という見解を示 している。 しかし、彼の調査に
おいてジェンダーの視点は非常 に限定的 ・部分的に加えられているにす ぎない。それはイギ
リスなどの他の国の社会関係資本研究でも同様である。フェミニス ト研究者はこの状況をジェ
ンダーに対する 「奇妙な沈黙」と批判 し、ほとんどの研究が 「ジェンダーに対 して目を伏せ
























に政治的参加の資源 となるわけではないということである。 ピッパ ・ノリスとロナル ド・イ
ングルハー ト(4章)は 、50力 国の調査データをもとにジェンダー間の社会関係資本の差異を






















ス(9章)は 、子ども、またはケアに関連 したすべての範囲の活動に注目している。ス トー
ルとミチェレッティ(3章)は 、女性の参加が多い不買運動や他の消費者行動などを取 り上
げる。彼女 らは、政治的消費者主義が主に女性に偏って実践 されてきた理由を、女性に買い
物好きが多いという傾向だけでなく、彼女らが動物や子 どもに対 して高い関心 をもっていた
ためであるとしている。
　第四は、社会関係資本の衰退というパットナムや従来の社会関係資本研究に対して異議を
唱え、それを覆す事実を提示 したことである。アネイル(2章)は パ ットナムの社会関係資
本の指標に含まれている11の 女性組織のうちの3つ は、実際には衰退 していないことを明ら
かにした。ほかの衰退 した8つ の組織に関 しても、成員の収縮はこれ らのグループの機能が
排他的であったことから、衰退は肯定的な発展 と見 られるべ きものであると評価する。
　 第五は、女性の組織的関与 とインフォーマルなネットワークは、女性にとっての諸刃の剣
となっている状況が明らかにされたことである。つまり、それらは女性が政治的に前進でき
る資源となると同時に、女性の政治的参加を後退 させ る障害 にもなっている。エ リクソン
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(12章)は 様々な女性 と知 り合いである人々は女性が支持するジェンダーの問題 に賛同的で
あることを明らかにした。これは、そのような人々の増加は女性の政治的参加を前進 させる
ということを示 している。しか し一方で、女性同士による社会的ネットワークは、社会的世
界に対する彼女 らの認識 を伝統的性別役割重視などの方向に偏 らせてしまうため、彼女らの
政治的参加を必ず しも前進させないということを指摘 している。









6つ の知見への貢献が特に大 きい9章 のローデンスの議論 を詳しく見ていきたい。
Gii)ロ ーデンスの議論
　ローデンス(9章)は 、「社会関係資本は政治的関与を促進する」 というパットナムの議論





かということである。第三は、女性は男性 と同 じ方法で彼女 らの社会関係資本を用いるのか
ということである。以上の事柄を検討する対象として、彼女はイギリスにおける女性の組織
的参加 と地方自治への参入に注目する。分析に用いられたデータは2000年 と2001年 に実施 さ
れたイギリスー般世帯調査、2001年 におこなわれたイギリス家庭 ・職場 ・市民性調査、1997
年と2001年 のイギリスの地方議会議員に対する全国調査である。
　 まず、ローデ ンスは、女性 は男性 と同じ程度の社会関係資本を持つのか、ということを検
討するために、イギリスの社会関係資本を研究 しているホールによる社会関係資本の議論を
検討する。ホールは、イギリスにおいては男性の社会関係資本は減少 しているが、それを補






















と見ることがで きるということをローデンスは指摘する。 しか しそれ と同時に、彼女は、女





女性は子 どもを養育 した り他者を支援 した りする 「共感 ・思いや り」の領域において積極的
である傾向があ り、それは女性のインフォーマルな社会的ネットワーク、つまり社会関係資
本である。 しか し、これらの活動はコミュニティにおいてその 日その日をうまく切 り抜ける
ための活動でしかなく、コミュニティの今後を自分の手で改善 していこうという活動ではな
い。よって女性がこれらの 「共感 ・思いや り」の領域 に従事 し続けているという事実は、彼
女らのインフォーマルな組織への参入が、彼女らの政治的参加を発展させる度合いを制限し








　以上9章 では、まず、ジェンダーによる社会関係資本の性質の差異が指摘 された。次 に、
































か ら得 られた知見をそれと同じレベルのものとして安易に考察することはで きない。上述 し
た 「社会関係資本は女性 にとって諸刃の剣である」 という知見は、カナダやイギリスのデー
タをもとにした結果によって導かれたものであった。よってその結果をそのままアメリカの
状況を論 じたパ ットナムの議論と直接的に比較することはできない。 しかしこの知見がアメ
リカのデータで も示 されるのならば、パ ットナムの社会関係資本概念は根本か ら再考を迫ら
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する意味の多元性である。本稿で もすでに見たように、パ ットナムの社会関係資本概念とブ
ルデューの社会関係資本概念は異なる性質のものである。 もともと 「社会関係資本」 という
概念はパットナム以前にもブルデューやコールマンなど様々な論者によって用いられてきた
概念であった。 どの概念にも 「人 と人 とのつながり」 という共通部分はあるにせよ、その機
能は異なる。パ ットナムの概念は、「人と人とのつなが り」は民主主義社会の健康度を測る
バロメータとしての役割 を果たす という社会関係資本のポジティブサイ ドを説明するために
用いられた ものであった。特に、「人と人とのつながり」が増大すると人々の間に信頼性 ・
互酬性の規範がはぐくまれ、それによって社会に対する寛容性 も増大 し、平等に対 しても寛
容になり、豊かな社会の形成へつながるということをパ ットナムは強調 していた。一方、ブ









んでいる。 しかしそれが用いられる際には、「社会関係資本」 と一つにまとめ られる。今後、
この概念が用いられる領域が拡大するほど、社会関係資本概念をひとくくりに扱うことは困
難になると考えられる。概念が曖昧なまま 「バズワー ド」 として乱用 される危険を回避する
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